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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．従業員数の（ ）書きは、臨時従業員数の年間平均人員を外書で記載しております。 

６．当社は、平成16年10月20日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成16年 
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 
至平成18年 
10月31日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
５月１日 
至平成18年 
４月30日 

売上高 （千円） 6,039,965 6,389,423 6,550,083 12,818,776 13,568,320 

経常利益又は経常損失(△) （千円） 300,283 △91,725 △77,285 332,979 △114,414 

中間（当期）純利益又は中

間（当期）純損失(△) 
（千円） 143,011 △67,762 △95,916 161,386 △162,158 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 450,000 594,500 594,500 594,500 594,500 

発行済株式総数 （株） 27,000 31,000 31,000 31,000 31,000 

純資産額 （千円） 1,169,228 1,456,541 1,198,028 1,596,803 1,362,144 

総資産額 （千円） 3,057,694 3,523,743 3,575,363 3,968,960 3,923,490 

１株当たり純資産額 （円） 43,304.77 46,985.21 38,646.07 51,371.08 43,940.15 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間（当期）純損失金額(△) 

（円） 5,296.74 △2,185.87 △3,094.08 5,757.27 △5,230.94 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 2,200.00 2,200.00 

自己資本比率 （％） 38.2 41.3 33.5 40.2 34.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 482,376 △10,451 234,676 191,761 43,783 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △50,085 △118,356 △49,742 △322,997 △220,101 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △410,434 △40,759 △246,616 235,837 126,767 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 135,060 48,237 106,571 217,804 168,253 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

107 

(179)

115 

(199)

102 

(163)

117 

(207)

121 

(217)



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（嘱託社員、契約社員を含む）であり、臨時雇用者数（パート・アルバイト社員、派遣社

員）は、当中間会計期間の期中平均人員を（ ）外数で記載しております。なお、当社から社外への出向はあり

ません。 

(2）労働組合の状況  

 当社の労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。  

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 102（163）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金利の上昇懸念など不安定な要因が見られたものの、

企業業績の回復に伴う設備投資の増加や雇用環境の改善により、景気は穏やかな回復基調で推移いたしました。 

 当社の属する通信業界におきましては、移動体通信分野における平成18年4月から平成18年9月までの移動電話に

関する国内出荷数量は、22,564千台（前年同期比3.1%増）と前年同期に比べ 668千台の増加となる一方、第三世代

移動通信サービス対応端末の国内出荷量は、前年同期 4,299千台増加の 19,523千台（前年同期比28.2%増）と需要

の中心は現行機種によるサービスからより高機能な高速大容量の第三世代移動通信サービスへと移行しており、更

に平成18年10月24日からサービスが開始された「モバイルナンバーポータビリティ」(注1)によって、移動体通信

市場は新たな局面を迎えようとしております。 

 また、固定通信分野におきましては、インターネットの利用状況は、総務省の平成18年5月発表「通信利用動向

調査」によると人口普及率が 66.8%、インターネットの利用人口は 8,529万人と推定され、インターネット利用世

帯に占めるブロードバンドの普及率においても 55.2%とＦＴＴＨ（注2）を中心とする市場は堅調に推移してまい

りました。 

 (注１) モバイルナンバーポータビリティ（ＭＮＰ）とは、「Mobile Number Portability」の略で、現在利用中の電話番号をかえず

に、携帯電話会社を変更できるサービスをいいます。  

(注２) ＦＴＴＨとは、「Fiber To The Home」の略で、各家庭に光ファイバーを直接引き込み、高速の通信環境を提供するサービス

をいいます。 

※   上記の移動電話（携帯電話・ＰＨＳ）および第三世代移動通信サービス対応端末の国内出荷数量は、社団法人電子情報技術産

業協会のホームページから引用。 

（移動体通信関連事業） 

 移動体通信関連事業におきましては、移動体通信サービスへの加入者数は、平成18年10月末時点において、携帯

電話94,077千件（前年同期比5.3%増）、ＰＨＳ4,890千件（前年同期比8.7%増）に達し、事業者別の携帯電話加入

者数では、ＮＴＴドコモが52,143千件（前年同期比4.3%増）、ＫＤＤＩ（エーユー＋ツーカー）が26,603千件（前

年同期比9.1%増）、ソフトバンクモバイルが15,330千件（前年同期比2.2%増）、事業者別のＰＨＳ加入者数では、

ウィルコムが4,298千件（前年同期比22.8％増）となりました。 

  また、第三世代移動通信サービス対応端末の加入者数は58,888千件（49.7％増）、携帯電話全体の加入者数に対

する構成比率は62.6％に達し、携帯電話の新規加入者数は鈍化する一方、高機能な第三世代移動通信サービス対応

端末への買換需要が中心となりました。 

 このような市場環境の中、当社といたしましては、「モバイルナンバーポータビリティ」の本格的なサービス開

始に向け販売チャネルの拡大と強化を図るべく、情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」を６店舗新規に出店すると

ともに、専売ショップの移転リニューアルを１店舗実施いたしました。 

 これらの結果、売上高は携帯電話・ＰＨＳを合わせ 6,105百万円（114,448台）と前中間会計期間における売上

高5,220百万円（96,936台）に比べ 884百万円増加（前年同期比 17,512台増）、率にして 16.9％上回る結果とな

りました。 

  

（注）上記の携帯電話およびＰＨＳの加入者数は、社団法人電気通信事業者協会のホームページから引用 



（固定通信関連事業） 

 固定通信関連事業におきましては、日本におけるインターネットの利用者は近年大幅な増加傾向にあり、その中

でも高速で大容量の通信が可能な、ＤＳＬ（注1）、ＣＡＴＶ（注2）、ＦＴＴＨを含めたブロードバンドサービス

に関する利用者数は、平成18年６月末時点で2,422万件（前年同期比17.7%増）と、急速に増加しております。 

 このような市場環境の中、当社といたしましては、「ＡＤＳＬ」と「ＦＴＴＨ」への加入促進に注力すると共

に、自社コールセンターを活用したブロードバンドサービス等のコンサルティング業務を推進してまいりました。

 しかしながら、当事業の主力である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売において、一部取引先に対する販

売数量の減少に加え、「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売価格低下による影響により、売上高は360百万円

（23,265回線）と前中間会計期間 496百万円（29,842回線）に比べ136百万円減少（前年同期比6,577回線減）、率

にして27.4％下回る結果となりました。 

 (注１) ＤＳＬとは、「Digital Subscriber Line」の略で、電話線を使って高速なデジタルデータ通信を行う技術をいいます。 

 （注２) ＣＡＴＶとは、「Community Antenna TeleVision」の略で、各通信ケーブルを媒体とするテレビをいいます。 

※ 上記のブロードバンドサービスの利用者数は、平成18年9月発表、総務省「ブロードバンド等の契約数」から引用。 

（その他の事業） 

 その他の事業におきましては、情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」において、移動体通信サービスおよび固定

通信サービス以外の情報・通信分野への進出の一環として、ゲーム機器、ゲームソフト等の販売に注力してまいり

ました。 

 これらの結果、当中間会計期間の経営成績につきましては、売上高は 6,550百万円と前中間会計期間に比べ 160

百万円（2.5％増）の増加となりましたが、固定通信関連事業における「ＡＤＳＬ付き電話加入権」の売上高減少

に加えて、移動体通信関連事業での価格競争激化に伴う利益率の低下等により、経常損失は 77百万円となり、イ

ンターネット通販事業の譲渡に伴う特別利益を計上するも店舗固定資産の減損処理と評価替在庫の処分等による繰

延税金資産の取崩しにより、中間純損失は 95百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べ 58百万

円増加し、106百万円（前中間会計期間末の現金及び現金同等物の期末残高は 48百万円）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、営業活動の結果獲得した資金は 234百万円（前中間会計期間は 10百万円の使用）と

なりました。これは主として、売上債権が 239百万円減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、49百万円（前中間会計期間は 118百万円の使用）と

なりました。これは主として、株式会社イーネット・ジャパンへのインターネット通販事業の譲渡による収入 25

百万円、店舗閉鎖に伴う差入保証金の返還が 64百万円あったものの、新規出店に係る固定資産の取得 56百万円お

よび差入保証金の差入による支出が 50百万円あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、財務活動の結果使用した資金は、246百万円（前中間会計期間は 40百万円の使用）と

なりました。これは主として、長期借入金による収入が 100百万円あったものの、短期借入金の純減少額が 230百

万円および配当金の支払が 66百万円あったことによるものです。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績  

当中間会計期間の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

移動体通信関連事業 5,298,950 117.8 

固定通信関連事業 108,117 112.4 

その他の事業 32,796 5.5 

合計 5,439,864 104.8 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

移動体通信関連事業 6,105,577 116.9 

固定通信関連事業  360,723 72.6 

その他の事業 83,782 12.5 

合計 6,550,083 102.5 

 相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 
株式会社ダイヤモンドテレコム 2,382,184 37.3 2,453,319 37.5 

 
ソフトバンクモバイル株式会社 941,628 14.7 1,199,289 18.3 

 
アイ・ティー・テレコム株式会社 651,730 10.2 1,041,292 15.9 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約および変更となった契約は次のとおりであります。 

（事業譲渡契約） 

  当社は、株式会社イーネット・ジャパンに対し、当社の「ReBooooM（リブーム）」インターネット通販事業を

譲渡することとし、平成18年５月19日開催の取締役会において事業譲渡が決議され、平成18年６月１日をもって

同事業の譲渡を行っております。 

 （ア）譲渡事業の内容 

「ReBooooM」インターネット通販事業は、「楽天市場」、「ヤフーストア」、「ビッダーズ」等、インターネ

ット事業者が運営するショッピングモールへの出店の他、自社サイトである「ReBooooM本店」の運営を行い、テ

レビ、オーディオ機器、ＤＶＤレコーダー等、家電製品の販売からパソコン、ゲーム機器、ブランド品、雑貨等

を始めとする各種製商品をこれらのインターネットショッピングモールを利用して、通信販売を行う事業であり

ます。 

 （イ）譲渡資産および負債の額 

 「ReBooooM」インターネット通販事業の譲渡に際し、資産、負債の譲渡は行っておりません。 

 （ウ）譲渡価額 

 譲渡価額は、２千５百万円であります。 

 （エ）譲渡日 

 譲渡日は、平成18年６月１日であります。 

（変更した契約） 

  ボーダフォン株式会社は、平成18年10月１日付をもってソフトバンクモバイル株式会社に社名変更したため、

次の契約の契約相手先が変更となりました。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

相手方の名称 契約内容 契約期間 

ソフトバンクモバイル株式会社 

（旧 ボーダフォン株式会社） 

顧客に対するボーダフォンサービス契約の締結

促進および契約維持活動 

平成14年11月１日から 

平成15年３月31日まで 

以後１年ごと自動更新 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間会計期間において、「ReBooooM」インターネット通販事業の事業譲渡に伴い、通販センター１拠点を閉鎖

しております。 

 （注）１．金額には、消費税等を含めておりません。 

２．上記以外の建物および器具備品の一部は他の事業所へ移動しております。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 

建物 器具備品 
土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

通販センター 

（大阪市淀川区） 

販売設備 

事務所 
1,429 1,277 

－ 

 （ －）
－ 2,707 － 



２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

（２）重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりです。 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は差入保証金であります。また、金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２．従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外書きしてあります。 

（３）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

（４）重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 従業員数 

（人） 
完了年月 

建物 器具備品 その他 合計 

ａｕショップ阿佐ヶ谷店 

（東京都杉並区） 
店舗設備 5,823 3,355 2,400 11,579 

1 

 （ 5）
平成18年5月 

イーブーム阿佐ヶ谷店 

（東京都杉並区）  
店舗設備  600 － － 600 

1 

（ 2）
平成18年6月 

イーブーム中野駅前店 

（東京都中野区） 
店舗設備 6,252 3,568 18,000 27,821 

1 

 （ 5）
平成18年7月 

イーブーム上新庄店 

（大阪市東淀川区） 
店舗設備 10,619 4,485 6,868 21,973 

1 

 （ 3）
平成18年7月 

イーブーム下北沢店 

（東京都世田谷区） 
店舗設備 9,939 2,453 11,850 24,243 

－ 

 （ 3）
平成18年7月 

イーブーム溝の口店 

（川崎市高津区）  
店舗設備 5,891 －  8,887 14,778 

1 

 （ 2）
平成18年9月 

イーブーム川崎 

チネチッタ店 

（川崎市川崎区） 

店舗設備 3,937 1,303 11,376 16,616 
1 

 （ 3）
平成18年10月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しています。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式   124,000 

計 124,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年１月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,000 31,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 31,000 31,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年５月１日～ 

平成18年10月31日  
－ 31,000 －  594,500 －  264,700 

  平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

現代商事 株式会社 大阪市鶴見区鶴見３丁目12－10－2001号 9,750 31.45 

高 山  守 男 大阪市鶴見区 9,142 29.49 

高 山 明 美 大阪市鶴見区 900 2.90 

日本テレホン社員持株会 
大阪市北区豊崎３丁目１９番３号 

                   ピアスタワー 15階 
402 1.30 

日本証券金融 株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 190 0.61 

堀 田 憲 昭  兵庫県西宮市 90 0.29 

青 山 正 典  長野県飯田市 90 0.29 

松井証券 株式会社 

（一般信用口） 
 東京都千代田区麹町１丁目４ 88 0.28 

花 房 一 郎  兵庫県加古川市 87 0.28 

大和証券 株式会社  東京都千代田区大手町２丁目６番４号 78 0.25 

計 － 20,817 67.15 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】  

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,000  31,000 － 

端株  － － － 

発行済株式総数 31,000 － － 

総株主の議決権 － 31,000 － 

  平成18年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 209,000 166,000 144,000 171,000 154,000 157,000 

最低（円） 135,000 115,000 97,900 99,900 107,000 96,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日

まで）及び当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人

トーマツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 
当中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   239,881  298,238 359,915   

２．売掛金   973,881  1,103,827 1,343,375   

３．商品   785,954  722,969 746,888   

４．貯蔵品   3,473  3,019 3,247   

５．前払費用   49,163  50,369 47,800   

６．繰延税金資産   104,801  42,792 69,462   

７．未収入金   －  575 1,650   

８．その他   6,130  4,415 2,046   

貸倒引当金   △1,560  △890 △2,170   

流動資産合計     2,161,726 61.3 2,225,319 62.2   2,572,217 65.6

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物   251,613  266,581 248,097   

(2）器具備品   172,222  138,165 149,520   

有形固定資産合計   423,835  404,746 397,617   

２．無形固定資産          

 （1）営業権   －  － 600   

 （2）のれん   －  525 －   

(3）商標権   998  1,014 1,073   

(4）ソフトウェア   53,074  40,727 46,629   

(5）レンタル用電話
加入権 

  138  69 138   

(6）電話加入権   19,202  18,794 19,202   

無形固定資産合計   73,413  61,131 67,643   

３．投資その他の資産          

(1）出資金   382  402 392   

(2）長期前払費用   27,049  40,334 29,544   

(3）繰延税金資産   43,190  42,572 38,591   

(4）差入保証金   827,652  823,248 845,244   

(5）保険積立金   239  239 239   

（6）その他   －  2,002 1,470   

貸倒引当金   △39,570  △27,840 △35,040   

投資その他の資産 
合計 

  858,944  880,960 880,442   

固定資産合計     1,356,194 38.5 1,346,838 37.7   1,345,704 34.3

Ⅲ 繰延資産          

１．新株発行費   5,823  1,941 3,882   

２．社債発行費   －  1,264 1,686   

繰延資産合計     5,823 0.2 3,205 0.1   5,568 0.1

資産合計     3,523,743 100.0 3,575,363 100.0   3,923,490 100.0 

        
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金   688,752  1,066,472 1,044,574   

２．短期借入金   320,000  310,000 540,000   

３．１年以内返済予定
の長期借入金 

  199,888  89,144 89,102   

４．１年以内償還予定
社債 

  －  300,000 －   

５．未払金   71,438  39,241 55,128   

６．未払費用   56,853  49,814 54,273   

７．未払法人税等   6,534  6,684 7,303   

８．未払消費税等   12,941  14,896 22,840   

９．前受金   1,108  100 104   

10．預り金   66,942  58,912 52,234   

11．賞与引当金   39,109  39,000 39,354   

12．短期解約返戻引当
金 

  35,306  32,307 35,488   

13．ポイント引当金   1,946  837 891   

流動負債合計     1,500,823 42.6 2,007,410 56.1   1,941,294 49.5

Ⅱ 固定負債          

１．社債   400,000  200,000 500,000   

２．長期借入金   86,395  97,251 47,237   

３. 長期未払金   59,874  59,874 59,874   

４．退職給付引当金   7,308  － 139   

５．預り保証金   12,800  12,800 12,800   

固定負債合計     566,378 16.1 369,925 10.4   620,050 15.8

負債合計     2,067,201 58.7 2,377,335 66.5   2,561,345 65.3

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     594,500 16.9 － －   594,500 15.2

Ⅱ 資本剰余金          

  １.資本準備金   264,700  － 264,700   

   資本剰余金合計     264,700 7.5 － －   264,700 6.7

Ⅲ 利益剰余金          

１．利益準備金   31,627  － 31,627   

２．任意積立金   590,000  － 590,000   

３．中間（当期）未処
理損失（△） 

  △24,285  － △118,682   

利益剰余金合計     597,341 16.9 － －   502,944 12.8

資本合計     1,456,541 41.3 － －   1,362,144 34.7

負債資本合計     3,523,743 100.0 － －   3,923,490 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本         

１．資本金    － －  594,500 16.6  － －

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   264,700   －   

資本剰余金合計    － －  264,700 7.4  － －

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   31,627   －   

(2）その他利益剰余金             

任意積立金   －   390,000   －   

繰越利益剰余金   －   △82,798   －   

利益剰余金合計    － －  338,828 9.5  － －

株主資本合計    － －  1,198,028 33.5  － －

純資産合計    － －  1,198,028 33.5  － －

負債純資産合計    － －  3,575,363 100.0  － －

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,389,423 100.0 6,550,083 100.0   13,568,320 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,212,749 81.6 5,463,708 83.4   11,214,692 82.7

売上総利益     1,176,674 18.4 1,086,375 16.6   2,353,628 17.3

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,260,686 19.7 1,161,461 17.7   2,455,476 18.1

営業損失(△)     △84,011 △1.3 △75,085 △1.1   △101,848 △0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,302 0.1 9,862 0.1   12,804 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   12,015 0.2 12,062 0.2   25,370 0.1

経常損失(△)     △91,725 △1.4 △77,285 △1.2   △114,414 △0.8

Ⅵ 特別利益 ※３   1,017 0.0 22,714 0.3   4,937 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４,５   18,807 0.3 15,706 0.2   51,667 0.4

税引前中間（当
期）純損失(△) 

    △109,515 △1.7 △70,276 △1.1   △161,144 △1.2

法人税、住民税
及び事業税 

  2,573   2,950 5,403   

法人税等調整額   △44,326 △41,753 △0.6 22,689 25,639 0.4 △4,389 1,014 0.0

中間（当期） 
純損失(△) 

    △67,762 △1.1 △95,916 △1.5   △162,158 △1.2

前期繰越利益     43,476 －   43,476 

中間（当期） 
未処理損失(△) 

    △24,285 －   △118,682 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 （注）平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産 
合 計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合 計 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

任 意 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年４月30日 残高 

        （千円）  
594,500 264,700 264,700 31,627 590,000 △118,682 502,944 1,362,144 1,362,144 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     －     △68,200 △68,200 △68,200 △68,200 

任意積立金の取崩（注）     －   △200,000 200,000 － － － 

中間純損失（△）     －     △95,916 △95,916 △95,916 △95,916 

中間会計期間中の変動額合計 

        （千円）  
－ － － － △200,000 35,883 △164,116 △164,116 △164,116 

平成18年10月31日 残高 

        （千円）  
594,500 264,700 264,700 31,627 390,000 △82,798 338,828 1,198,028 1,198,028 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

        

税引前中間（当期）純損失
(△) 

  △109,515 △70,276 △161,144 

減価償却費   57,841 57,992 125,914 

減損損失    14,180 8,315 30,538 

賞与引当金の減少額   △11,321 △354 △11,076 

短期解約返戻引当金の減少
額 

  △1,758 △3,181 △1,576 

ポイント引当金の増加 
（△減少）額  

  568 △53 △486 

退職給付引当金の減少額   △2,127 △672 △9,296 

貸倒引当金の減少額   △1,020 △8,480 △4,940 

受取利息及び受取配当金   △33 △59 △64 

支払利息及び社債利息    6,602 6,707 13,481 

固定資産除却損   2,897 5,744 16,559 

固定資産売却損   1,730 60 1,730 

賃貸契約解約損    － 1,584 2,838 

売上債権の減少（△増加）
額 

  313,600 239,548 △55,893 

たな卸資産の減少額   22,015 24,145 61,307 

仕入債務の増加（△減少）
額 

  △185,092 21,897 170,729 

役員賞与の支払額   △4,300 － △4,300 

営業譲渡益   － △14,234 － 

その他   △37,904 △24,439 △43,425 

小計   66,364 244,246 130,897 

利息及び配当金の受取額   60 55 83 

利息の支払額   △6,531 △6,789 △14,286 

法人税等の支払額   △70,344 △2,836 △72,910 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  △10,451 234,676 43,783 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

        

定期預金の預入による支出   △191,644 △191,666 △191,661 

定期預金の払戻による収入   321,543 191,661 321,543 

固定資産の取得による支出   △174,773 △56,913 △256,125 

固定資産の売却による収入   354 9 354 

差入保証金の差入による 
支出 

  △84,920 △50,094 △122,341 

差入保証金の返還による 
収入 

  22,639 64,890 46,055 

営業譲渡による収入   － 25,000 － 

その他   △11,555 △32,627 △17,927 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △118,356 △49,742 △220,101 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

        

短期借入金の純増減額   △30,000 △230,000 190,000 

長期借入れによる収入   100,000 100,000 100,000 

長期借入金の返済による 
支出 

  △42,559 △49,944 △192,503 

社債の発行による収入   － － 97,470 

配当金の支払額    △68,200 △66,672 △68,200 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △40,759 △246,616 126,767 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △169,567 △61,682 △49,550 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  217,804 168,253 217,804 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※
48,237 106,571 168,253 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

 １．資産の評価基準及び評価 

     方法 

① 商品 

  先入先出法による原価法を

採用しております。 

  なお、販売用電話加入権に

ついては総平均法による原価

法を採用しております。 

① 商品 

同  左 

① 商品 

   同  左     

 
② 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法を採用しております。  

 ② 貯蔵品 

同  左 

② 貯蔵品 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物    14年～15年 

器具備品   3年～10年 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

 
(2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。また、商標権について

は、定額法（10年）を採用し

ております。  

(2）無形固定資産 

同  左 

(2）無形固定資産 

同  左 

３．繰延資産の処理方法  ① 新株発行費 

   ３年間で毎期均等額を償却

しております。 

 ② 社債発行費 

 ───────── 

 ① 新株発行費 

同  左 

② 社債発行費 

 ３年間で毎期均等額を償却

しております。  

 ① 新株発行費 

同  左 

② 社債発行費 

同  左 

４．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同  左 

① 貸倒引当金 

同  左 

 
② 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支給に備

えて、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同  左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支給に備

えて、賞与支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

 ４．引当金の計上基準 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 なお、退職給付引当金の対

象従業員が300名未満であるた

め簡便法によっております。  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

  当中間会計期間末において

は、拠出額等のうち532千円を

前払年金費用として投資その

他の資産の「その他」に含め

て表示しております。 

  なお、退職給付引当金の対

象従業員が300名未満であるた

め簡便法によっております。  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、退職給付引当金の対

象従業員が300名未満であるた

め簡便法によっております。 

 
④ 短期解約返戻引当金 

  携帯電話契約者の短期解約

に伴い当社の仕入先（移動体

通信事業者または一次代理

店）に対して返金する手数料

の支払いに備えるため、短期

解約実績率に基づく見込額を

引当計上しております。  

④ 短期解約返戻引当金 

同  左 

  

  

  

  

   

  

    

④ 短期解約返戻引当金 

同  左 

  

  

  

  

  

  

  ⑤ ポイント引当金 

 前事業年度の下期より販売

促進を目的とするポイント制

度を導入したことに伴い、顧

客に付与したポイントの利用

による費用発生に備えるた

め、当中間会計期間末におい

て将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。  

    

⑤ ポイント引当金 

  販売促進を目的とするポイ

ント制度を採用しており、顧

客に付与したポイントの利用

による費用発生に備えるた

め、当中間会計期間末におい

て、将来利用されると見込ま

れる額を計上しております。  

⑤ ポイント引当金 

  販売促進を目的とするポイ

ント制度を採用しており、顧

客に付与したポイントの利用

による費用発生に備えるた

め、当事業年度末において、

将来利用されると見込まれる

額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

  

同  左 同  左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

  

同  左 同  左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

  

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。  

  消費税等の会計処理 

同  左 

  消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   

  当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

 これにより、税引前中間純損失は11,293

千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

───────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、税引前当期純損失は

23,976千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

────────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は1,198,028千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

───────────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

（中間貸借対照表）  

 「販売用電話加入権」は前中間期まで区分掲記しておりましたが

当中間期において金額的重要性が乏しくなったため「商品」に含

めております。 

 なお、当中間期末の「商品」に含まれている「販売用電話加入

権」は、3,831千円であります。 

────────────── 

 ────────────── 

  

（中間貸借対照表）   

  前中間会計期間において、「営業権」として掲記されていたも

のは、当中間会計期間から「のれん」と表示しております。 

（中間キャッシュ・フロー計算書）   

  営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息」を当中間会

計期間より明瞭に表示するため、前中間会計期間までは「その

他」に含めていた社債利息を支払利息と合わせて、「支払利息及

び社債利息」として表示することに変更いたしました。これに伴

い「利息の支払額」に社債利息の支払額を含めて表示することに

変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含まれている社債利息は、1,446千円、社債利息の支

払額は△1,435千円であります。 

────────────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度末 
（平成18年４月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  162,116千円   213,203千円   182,244千円

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行3行と当座貸越契

約、取引銀行1行とコミットメント契

約を締結しております。これら契約に

もとづく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次の通りであります。 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行3行と当座貸越契

約、取引銀行1行とコミットメント契

約を締結しております。これら契約に

もとづく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次の通りであります。 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行3行と当座貸越契

約、取引銀行1行とコミットメント契

約を締結しております。これら契約に

もとづく当事業年度末の借入未実行残

高は次の通りであります。 

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

1,150,000千円

借入実行残高 320,000千円

差引額 830,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

1,250,000千円

借入実行残高 310,000千円

差引額 940,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

 1,250,000千円

借入実行残高    540,000千円

差引額    710,000千円

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 33千円

営業支援金収入 3,560千円

受取利息 59千円

営業支援金収入 5,482千円

受取利息   64千円

営業支援金収入     10,278千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5,156千円

社債利息 1,446千円

新株発行費償却 1,941千円

   

支払利息 4,807千円

社債利息 1,900千円

社債発行費償却 421千円

新株発行費償却 1,941千円

支払利息     10,495千円

社債利息      2,985千円

社債発行費償却     843千円

新株発行費償却      3,882千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの  ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 1,017千円 営業譲渡益 14,234千円

貸倒引当金戻入益 8,480千円

貸倒引当金戻入益      4,937千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

レンタル用電話加入

権売却損 
1,730千円

建物除却損  765千円

器具備品除却損 408千円

店舗設備等の除却に

要した費用 
1,723千円

減損損失 14,180千円

レンタル用電話加入

権売却損 
60千円

建物除却損 2,916千円

器具備品除却損 1,039千円

店舗設備等の除却に

要した費用 
1,789千円

賃貸契約解約損 1,584千円

減損損失 8,315千円

建物除却損      5,222千円

器具備品除却損    598千円

店舗設備等の除却に

要した費用 
    10,738千円

賃貸契約解約損      2,838千円

減損損失 30,538千円

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※５ 減損損失 

  当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 当社は、店舗ごとに資産をグル

ーピングしております。 

 移動体通信総合ショップ３店舗

については、競争の激化による店

舗環境の著しい悪化により営業活

動から生じるキャッシュ・フロー

のマイナスが継続しております。

今後長期間にわたり店舗環境の回

復が見込めないため、当該店舗に

係わる資産の回収可能額について

使用価値をゼロとし、帳簿価額全

額を減損損失14,180千円として特

別損失に計上しております。 

   

場所 用途 種類 

 イーブーム 

 元住吉店 

 （川崎市） 

移動体通信総

合ショップ 
 建物  

  なんば店 

 （大阪市） 
移動体通信総

合ショップ 
 建物  

 高田馬場店 

（東京都新宿区） 

移動体通信総

合ショップ 
 建物  

  

※５ 減損損失 

  当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 当社は、店舗ごとに資産をグル

ーピングしております。 

 移動体通信総合ショップ２店舗

については、競争の激化による店

舗環境の著しい悪化により営業活

動から生じるキャッシュ・フロー

のマイナスが継続しております。

今後長期間にわたり店舗環境の回

復が見込めないため、当該店舗に

係わる資産の回収可能額について

使用価値をゼロとし、帳簿価額全

額8,315千円を減損損失に計上し

ております。 

   

場所 用途 種類 

 関西圏 ２店 
移動体通信総

合ショップ 
 建物  

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 当社は、店舗ごとに資産をグル

ーピングしております。 

 総合通信ショップ５店舗につき

ましては、競争の激化による店舗

環境の著しい悪化により営業活動

から生じるキャッシュ・フローの

マイナスが継続しており、今後長

期間にわたり店舗環境の回復が見

込めないため、また、専売ショッ

プ５店舗につきましては、ＫＤＤ

Ｉ株式会社による株式会社ツーカ

ーホン関西および株式会社ツーカ

ーセルラー東京の吸収合併を理由

とする専売ショップの閉鎖方針を

受けて、これら当該店舗に係わる

資産の回収可能額について使用価

値をゼロとし、帳簿価額全額

30,538千円を減損損失に計上して

おります。 

場所 用途 種類 

 首都圏 ３店 

  

 関西圏 ７店 

総合通信ショ

ップ 

および  

 専売ショップ 

 建物  

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額   ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 43,991千円

無形固定資産 5,060千円

有形固定資産 43,029千円

無形固定資産 6,505千円

有形固定資産 96,876千円

無形固定資産 11,712千円

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加 

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 普通株式 31,000 － － 31,000 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

 平成18年７月27日 

定時株主総会 
 普通株式 68,200 2,200 平成18年４月30日 平成18年７月27日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年10月31日現在） （平成18年10月31日現在） （平成18年４月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 239,881 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△191,644 

現金及び現金同等物 48,237 

  （千円）

現金及び預金勘定 298,238 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△191,666 

現金及び現金同等物 106,571 

  （千円）

現金及び預金勘定 359,915 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△191,661 

現金及び現金同等物 168,253 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具備品 47,872 37,267 10,604 

ソフトウェ
ア 

104,519 90,700 13,819 

合計 152,391 127,967 24,423 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具備品 16,468 12,139 4,329

合計 16,468 12,139 4,329

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

器具備品 40,621 33,705 6,916

ソフトウェ
ア 

72,140 68,020 4,119

合計 112,761 101,725 11,036

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 21,216千円

１年超 4,455千円

合計 25,671千円

１年内 2,120千円

１年超 2,334千円

合計 4,455千円

１年内       8,486千円

１年超       3,068千円

合計  11,554千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 19,288千円

減価償却費相当額 18,028千円

支払利息相当額 500千円

支払リース料 7,197千円

減価償却費相当額 6,706千円

支払利息相当額 98千円

支払リース料       33,665千円

減価償却費相当額       31,415千円

支払利息相当額      761千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日）、当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成

18年10月31日）及び前事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前中間会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日）、当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成

18年10月31日）及び前事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日）、当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成

18年10月31日）及び前事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

     該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 46,985.21円

１株当たり中間純損失

金額 
2,185.87円

１株当たり純資産額  38,646.07円

１株当たり中間純損失

金額 
3,094.08円

１株当たり純資産額 43,940.15円

１株当たり当期純損失

金額 
5,230.94円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、1株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 同   左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日)

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日)

中間（当期）純損失（△）（千円） △67,762 △95,916 △162,158 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（△）（千円） △67,762 △95,916 △162,158 

期中平均株式数（株） 31,000 31,000 31,000 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月28日近畿財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年１月27日 

日本テレホン株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鎌倉 寛保  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本テ

レホン株式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成17年５月１日から

平成17年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本テレホン株式会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年５月

１日から平成17年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年１月29日 

日本テレホン株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中山 紀昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本テ

レホン株式会社の平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成18年５月１日から

平成18年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本テレホン株式会社の平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年５月

１日から平成18年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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